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令和６年度沖縄戦の語り継ぎ手養成事業業務委託仕様書 

 

１ 業務委託名 

令和６年度沖縄戦の語り継ぎ手養成事業委託業務 

２ 事業目的 

戦後 79年が経過し、戦争体験者の高齢化に伴い、これまで第一線で平和講話（学習）

を担ってきた貴重な人材が減少しており、体験談を直に聞く機会がなくなる日が近づ

いている。 

また、現在活動中のボランティア団体等による平和講話の担い手も高齢化に伴い、後

継者の育成が急務となっている。 

このため、県が複数年度に渡り、毎年度一定の平和講話（学習）を実践できる人材を

育成するための養成講座を実施し、次世代の語り継ぎ手を育成する。 

３ 委託期間 

  契約締結の日から令和７年３月１４日までとする。 

４ 受託料 

（1）事業委託料は 8,479,000円 以内（消費税込み）の額。（本事業の企画提案価格の上

限額であり、契約時の予定価格を示すものではない。） 

（2）積算の費目は、次の通りとする。 

ア. 直接人件費 

イ. 直接経費（報償費、旅費、通訳・翻訳料、印刷製本費、広告料、使用料、再委託費等） 

ウ. 一般管理費（※1） 

エ. 消費税相当額（※2） 

（※1）一般管理費については、次の計算式により算出すること。 

（直接人件費＋直接経費－再委託費）×10/100以内 

（※2）消費税相当額（直接人件費＋直接経費＋一般管理費）×10/100 

（3）委託料見積額 = ア+イ+ウ+エ 

５ 業務の概要と企画提案にあたっての留意点 

業務の概要は下記の（1）から（5）のとおり。企画の提案にあたっては業務の概要と事 

業目的を踏まえて、事業目的を最大限達成することができるような企画を提案すること。

なお、実際の業務実施にあたっては必要に応じて沖縄県と調整し、了解を得るものとする。 

 

（1）実施予定期間・実施日数・実施時間数 

 （ア）実施期間は令和６年７月頃から令和 7 年１月とする。 （募集期間は含まない） 
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 （イ）実施日数は１５日程度とする。 （開講式及び閉講式を含む） 

（ウ）実施時間数は４０時間から５０時間程度とする。 

 

（２）募集人数  

     ４０名程度 

  

（３）募集に係る要件 

    以下の５つの条件を満たせる方とする。 

    ①沖縄県在住者であること。 

    ②沖縄本島または石垣市で実施される当該養成講座の課程を履修可能であること。 

③令和６年４月１日現在、１８歳以上の者であること。 

    ④本講座修了後は、沖縄県平和祈念資料館友の会または、八重山平和祈念館友の 

会（仮称）、あるいは他のボランティア団体、学校等において平和講話・ガイド 

等の活動を積極的に行い、平和の発信に寄与する意思のある者であること。 

    ⑤本講座修了後、フォローアップ研修（１回）に参加すること。また、１年間の活

動報告を行うことが出来ること。 

 

（４）選考 

  ①選考については、有識者等による選考委員会を設けるなど、公正・公平な選考とな 

るとともに、事業の目的が達成できるような選考とすること。 

 

（５）講座内容 

    ①沖縄の近代史に関する講座（琉球王国時代～戦前の沖縄） 

    ②沖縄本島及び離島地域における沖縄戦に関する講座 

    ③八重山戦争マラリアに関する講座 

    ④沖縄県の戦後復興に関する講座（戦後～現在） 

    ⑤戦争体験者の語り継ぎ手に関する講座及び実習 

    ⑥平和学習ファシリテートに関する講座及び実習 

    ⑦戦争関連遺跡及び施設のフィールドワーク 

    ⑧平和講話・ガイド、語り継ぎの実践に関する講座及び実習 

    ⑨本講座修了後（次年度）にフォーアップ研修（１回） 

    ⑩その他、必要と認められる内容の講座及び実習 

 

（６）講座実施場所 

    沖縄本島及び石垣市 
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（７）講座実施方法 

（５）講座内容 実 施 方 法 

①～④に関する内容 本島会場及び石垣会場で同時に受講できるように、会場を

オンラインで繋ぎ講座を実施する。 

⑤～⑧に関する内容 本島会場、石垣会場及びフィールドワーク会場それぞれで

現地開催する。 

⑨に関する内容 本講座受講後、１年以内に前年の参加者に対してフォロー

アップ研修を実施する。 

⑩に関する内容 内容、目的に応じて本島会場及び石垣会場でオンラインま 

たは、現地で開催する。 

 

（８）成果報告書の作成 

（ア）掲載内容 

  養成講座成果品として成果報告書を作成すること。成果報告書は、以下の①～③に関

する内容を盛り込み、県内公立図書館や平和関連施設、平和ボランティア団体等へ配

布すること。 

①各プログラムの実施内容のまとめ 

②事業概要、実施体制、研修スケジュール、参加者リスト、研修時の写真 

③各研修でのアンケート結果（沖縄戦や戦後の沖縄に関する理解度、研修に関する

感想など） 

 

６ 業務内容 

（１）参加者の募集と選考 

  ①県内在住者に広く募集するための広報活動をおこなうこと。 

  ②本島会場及び石垣会場で合わせて４０名程度を選考すること。 

  ③参加者の選考については、参加者選考委員会（３～５名程度）等による方法等を用い 

  て公平に実施するとともに、事業の目的が達成できるような選考とすること。 

 

（２）講座内容の策定及び実施 

  ①「（５）講座内容」に沿った講座を事務局へ提案すること。 

  ②会場・通信機材・フィールドワーク等の手配に係る必要な手続き・支払い全般に関す 

   ること。 

  ③講座実施に係る講師の手配及び事前調整、謝金及び交通費等の支払いに関すること。 

 ④講座に必要なテキストの購入、資料の印刷に関すること。 

 ⑤対面形式で行われる講座については、撮影を行い後日オンデマンドで参加者が視聴 

  できるようにすること。（例：特設の YouTube チャンネルを作成し、限定公開をする。） 

  ⑥⑤で撮影した動画を事業修了後にＤＶＤ等の記録媒体で納品すること。 
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  ⑦「沖縄県平和祈念資料館友の会」「八重山戦争マラリア遺族会」「八重山戦争マラリア 

   を語り継ぐ会」と連携して養成講座を実施すること。 

 ⑧養成講座修了者には「修了証」及び顔写真入り「受講者証明カード」を発行すること。 

 ⑨参加者が最後まで受講できるように、フォローアップすること。 

 

（３）養成講座成果報告書の作成及び配布 

 ①Ａ４版５０～６０項程度で、カラー印刷とし、６００部作成を想定。 

 ②報告書は参加者及び沖縄県平和祈念資料館が作成する報告書配布リストに掲載され 

  た県内公立図書館や平和関連施設、県内平和ボランティア団体等へ配布する。４００ 

カ所を想定。 

  ③報告書のデータを PDFデータで提供すること。 

 

（４）業務完了報告書の提出 

  ①委託契約終了と同時に、業務に要した経費を明らかにする「業務委託経費使用明細書」

を備えた「業務完了報告書」を正副各 1部作成し、提出すること。 

②計上経費は税抜き価格とし、別途消費税を併記して提出すること。その際、計上経費

は、回数、単価、個数等算出根拠がわかるよう明記すること。 

 

（５）その他 

  ①実施にあたり、事前に参加者向けオリエンテーションを実施すること。 

  ②参加者の自宅から講座及びフィールドワーク先までの旅費は参加者負担とし、委託 

費に含めない。 

  ③積算の費目は、以下を参考に作成すること。 

    ア．直接人件費 

    イ．直接経費（報償費、旅費、印刷製本費、広告料、使用料、再委託費等） 

    ウ．一般管理費（※１） 

    エ．消費税相当額（※２） 

        （※１）一般管理費については、次の計算式により算出すること。 

            （直接人件費＋直接経費－再委託費）×10/100以内 

        （※２）消費税相当額（直接人件費＋直接経費＋一般管理費）×10/100 

  ■委託料見積額＝ ア＋イ＋ウ＋エ 

７ 著作権等の扱い 

（1）成果物に関する著作権及び使用権は、沖縄県が保有するものとする。 

 

（2）本業務の実施にあたり、第三者の著作権等その他の権利に抵触するものについては、

受託者の責任をもって処理すること。 
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８.再委託について 

（1）一括再委託の禁止等 

契約の全部の履行を一括又は分割して第三者に委任し、又は請け負わせることがで 

きない。また、以下の契約の主たる部分については、その履行を第三者に委任し又 

は請け負わせることができない。ただし、これによりがたい特別な事情があるもの 

としてあらかじめ県が書面で認める場合は、これと異なる取り扱いをすることがあ 

る。 

 

○契約の主たる部分 

ア. 契約金額の50％を超える業務 

イ. 企画判断、管理運営、指導監督、確認検査などの統轄的かつ根幹的な業務 

ウ. その他、県が契約の主たる部分と決定した業務 

 

（2）再委託の範囲 

本委託契約の履行に当たり、委託先が第三者に委任し、又は請け負わせることがで 

きる業務等の範囲は、以下のとおりとする。 

 

（3）再委託の承認 

契約の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ書面 

による県の承認を得なければならない。ただし、以下に定める「その他簡易な業

務」を第三者に委任し、又は請け負わせるときはこの限りでない。 

 

（4）再委託の相手方の制限 

本業務委託の公募に参加していた者、指名停止措置を受けている者、暴力団員又は 

暴力団員と密接な関係を有する者に本業務を委任し、又は請け負わせることはでき 

ない。 

 

(5) 関係会社等への再委託 

   関係会社等との取引であることのみを選定理由とした再委託は原則禁止する。経 

済性の観点から、相見積もりを取り、最低価格を提示した者を選定すること。 

 

９.守秘義務・個人情報の取扱いについて 

   受託者は、本業務を実施することにより得た成果、あるいは提供を受けた資料等につ 

いては善良なる管理のもとに利用・保管し、秘密の保持については万全の措置を講じ 

ること。また、業務上知り得た事項についても慎重に配慮するよう留意するとともに 

特に 個人が特定され得るものに係る情報（個人情報）の取扱については、関係法令 
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を踏まえ、その保護に十分配慮すること。 

 

 


